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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 270,383 19.7 35,295 278.7 33,623 255.9 18,303 264.6
22年3月期 225,878 △16.0 9,319 217.4 9,448 145.5 5,020 102.6

（注）包括利益 23年3月期 15,537百万円 （58.6％） 22年3月期 9,797百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 78.77 78.65 16.7 11.8 13.1
22年3月期 21.26 21.24 5.0 3.3 4.1

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  13百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 290,596 118,767 39.5 497.05
22年3月期 281,053 108,072 37.2 443.19

（参考） 自己資本   23年3月期  114,875百万円 22年3月期  104,648百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 48,100 △9,635 △29,770 15,072
22年3月期 42,956 △12,346 △28,884 6,912

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00 1,417 28.2 1.4
23年3月期 ― 4.00 ― 6.00 10.00 2,311 12.7 2.1

24年3月期(予想) ― 5.00 ― 5.00 10.00 15.4

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 132,000 △2.2 11,500 △38.8 10,800 △37.0 7,000 △23.2 30.29
通期 280,000 3.6 25,000 △29.2 24,000 △28.6 15,000 △18.0 64.90



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

詳細は15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 242,075,556 株 22年3月期 242,075,556 株

② 期末自己株式数 23年3月期 10,963,940 株 22年3月期 5,952,919 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 232,364,187 株 22年3月期 236,105,782 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 192,785 20.0 27,755 239.4 27,141 191.7 14,244 148.7
22年3月期 160,629 △5.8 8,177 98.1 9,303 32.7 5,728 94.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 61.30 61.21
22年3月期 24.26 24.24

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 258,758 103,874 40.1 448.44
22年3月期 249,230 95,797 38.4 404.93

（参考） 自己資本 23年3月期  103,640百万円 22年3月期  95,613百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
なお、業績予想に関する事項は、２ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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   このたびの東日本大震災により被災された皆様には、心よりお見舞い申し上げます。 

  

(1）経営成績に関する分析 

①当期の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、中国・アジア需要の好調、政府の経済対策の効果等により、年度前半にお

いては持ち直しの動きも見られましたが、年度後半に入り、急激な円高を背景として輸出が緩やかに減少するなど、

年度を通じては回復感に乏しい一年となりました。 

石油化学業界におきましては、円高の進行や原油、ナフサ等の原料価格の変動といった収益圧迫要因の顕在化はあ

ったものの、中国をはじめとする新興国市場向け輸出が拡大するなど底堅い需要に支えられ、総じて堅調に推移しま

した。 

しかし、本年３月に発生した東日本大震災はわが国経済に深刻な影響を与え、当連結会計年度末にかけて経済情勢

の先行きはより不透明感を増したものとなりました。  

当社グループはこのような環境のもとで、引き続き「ＺΣ運動」による徹底したコスト削減に努めるとともに、エ

ラストマー素材事業におきましては販売価格の改定、高機能材料事業におきましては付加価値の高い新製品の開発と

事業拡大に取り組んでまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、2,703億83百万円となり、前連結会計年度（以下「前年度」といいま

す。）に比べて445億5百万円の増収となりました。 

また、営業利益は352億95百万円となり前年度に比べて259億76百万円の増益、経常利益は336億23百万円と前年度

に比べて241億74百万円の増益、当期純利益は183億3百万円と前年度に比べて132億83百万円の増益となりました。 

なお、今回の震災による当社グループの保有する設備及び生産活動等への直接的な被害は軽微でありました。 

  

  

  

１．経営成績

区        分 平成23年3月期 平成22年3月期 増減 

  金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 率(%)

売上高  270,383  100.0  225,878  100.0  44,505  19.7

エラストマー素材事業   173,434 64.2  138,287 61.2  35,147  25.4

高機能材料事業   49,790 18.4  47,305 21.0  2,485  5.3

その他の事業  48,494 17.9  41,655 18.4  6,839  16.4

消去又は全社  △1,336 △0.5  △1,369 △0.6  33  △2.4

区        分 平成23年3月期 平成22年3月期 増減 

  金額(百万円) 売上高比(%) 金額(百万円) 売上高比(%) 金額(百万円) 率(%)

営業利益  35,295 13.1  9,319 4.1  25,976  278.7

経常利益  33,623 12.4  9,448 4.2  24,174  255.9

当期純利益  18,303 6.8  5,020 2.2  13,283  264.6

日本ゼオン㈱ （4205） 平成23年３月期 決算短信

- 2 -



②部門別の概況 

（エラストマー素材事業部門）  

合成ゴムの国内販売は、年間を通して主要用途のタイヤ・自動車関連部品の生産が好調に推移し、また、原料価格

高騰に対応した価格改定を適宜実施したことから、販売数量、売上高とも前年度を上回りました。輸出につきまして

も、円高の進行に伴う影響はあったものの、中国を中心とするアジア向け輸出が好調に推移し、市況の回復に伴う価

格改定を行ったこと等により、販売数量、売上高とも前年度を上回りました。海外子会社は、世界経済の回復を受け

米国子会社、英国子会社のいずれも販売数量、売上高とも前年度を上回りました。この結果、合成ゴム全体では、売

上高、営業利益ともに前年度を上回りました。 

合成ラテックスの国内販売は、製紙用途向けが不調であったことから販売数量は前年度を下回りましたが、手袋用

途および一般工業用途向けが好調であったことから、売上高は前年度を上回りました。輸出につきましては、手袋用

途向けが好調に推移し、販売数量、売上高とも前年度を上回りました。この結果、合成ラテックス全体では、売上

高、営業利益ともに前年度を上回りました。 

化成品の国内販売は、需要の回復により販売数量、売上高とも前年度を上回りました。輸出につきましても、需要

回復に加え競合メーカーによる生産調整に伴い引合いが増え、販売数量、売上高とも前年度を上回りました。タイの

石油樹脂子会社は、タイ国内の道路需要が堅調に推移したことに加え、輸出需要の回復および競合メーカーの生産調

整による引合い増の影響を受け、販売数量、売上高とも前年度を上回りました。この結果、化成品全体では、売上

高、営業利益ともに前年度を上回りました。 

以上の結果、エラストマー素材事業部門全体の売上高は前年度に比べて351億47百万円増加し1,734億34百万円、営

業利益は前年度に比べて188億38百万円増加し281億86百万円となりました。 

  

（高機能材料事業部門）  

高機能樹脂関連では、光学レンズ用途および医療用途向けなどが需要の回復を受け好調に推移し、販売数量、売上

高とも前年度を上回りました。高機能部材関連では、光学フィルムの韓国大手液晶パネルメーカー向け需要が順調に

推移したこと等により、販売数量、売上高とも前年度を上回りました。この結果、高機能樹脂および部材全体では、

売上高、営業利益ともに、前年度を上回りました。 

情報材料関連では、トナー、電池材料およびエッチング用ガスは販売数量、売上高とも前年度を上回りましたが、

情報材料全体では、売上高、営業利益ともに前年度を下回りました。 

化学品関連では、合成香料は需要が世界同時不況前の水準に戻ったことに加え、拡販努力が奏功し販売数量は前年

度を上回りましたが、円高等の影響を受け売上高は前年度を下回りました。また、特殊化学品は、香料用途の需要回

復や拡販により好調に推移し、販売数量、売上高とも前年度を上回りました。この結果、化学品全体では、売上高は

前年度を下回りましたが、営業利益は前年度を上回りました。 

 以上の結果、高機能材料事業部門全体の売上高は前年度に比べて24億85百万円増加し497億90百万円、営業利益は

前年度に比べて61億93百万円増加し64億45百万円となりました。 

  

（その他の事業部門）  

その他の事業においては、子会社の商事部門の売上高が前年度を上回りました。この結果、その他の事業部門全体

の売上高は、前年度に比べて68億39百万円増加し484億94百万円、営業利益は5億87百万円（前年度は3億4百万円の営

業損失）となりました。  
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③次期の見通し 

次期のわが国経済は、原料価格の高騰や円高に加え、東日本大震災の影響による生産活動の停滞や電力供給不足等

により極めて厳しいものになると予想されます。 

当社グループにおける東日本大震災の直接的な被害は軽微なものに留まりましたが、当社を取り巻く環境としては

自動車産業や電子部品産業等の生産活動への影響や個人消費の低迷等予断を許さない状況であり、間接的に震災の影

響を受けることが予想されます。 

このような環境のもと、次期の連結業績見通しについては算定が極めて困難ではありますが、為替相場は80円/$、

ナフサ価格は65,000円/KLを前提として、東日本大震災の影響を一定の想定で織り込んだ結果、売上高2,800億円（前

期比3.6％増）、営業利益250億円（同29.2％減）、経常利益240億円（同28.6％減）、当期純利益150億円（同18.0％

減）を見込んでおります。 

今後、継続的に情報収集、分析を行い、当社グループの業績に重大な影響が見込まれる場合には速やかに公表いた

します。  

  

(連結）  

  

  

  

区        分 平成24年3月期   平成23年3月期  増減   

  金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 率(%)

売上高  280,000  100.0  270,383  100.0  9,617  3.6

エラストマー素材事業   179,400  64.1  173,434  64.2  5,966  3.4

高機能材料事業   56,000  20.0  49,790  18.4  6,210  12.5

その他の事業  46,000  16.4  48,494  17.9  △2,494  △5.1

消去又は全社  △1,400  △0.5  △1,336  △0.5  △64  4.8

区        分 平成24年3月期 平成23年3月期 増減   

  金額(百万円) 売上高比(%) 金額(百万円) 売上高比(%) 金額(百万円) 率(%)

営業利益  25,000  8.9  35,295  13.1  △10,295  △29.2

経常利益  24,000  8.6  33,623  12.4  △9,623  △28.6

当期純利益  15,000  5.4  18,303  6.8  △3,303  △18.0
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(2）財政状態に関する分析 

単位：百万円

  

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ81億60百万

円（前年度比118.1％増）増加し、 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動による資金の増加は 円となり、前連結会計年度に比べ51億44百万円の増加

（前年度比12.0％増）となりました。前連結会計年度との差の主な要因は、たな卸資産の増減額が前連結会計年度の

純減から当連結会計年度は純増へと転じたことにより資金が減少したものの、売上債権の純増加額の減少、税金等調

整前当期純利益の増加により資金が増加したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動による資金の減少は 百万円となり、前連結会計年度に比べ27億10百万円の

資金支出の減少（前年度比22.0％減）となりました。前連結会計年度との差の主な要因は、有形固定資産の取得によ

る支出が減少したためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における財務活動による資金の減少は 百万円となり、前連結会計年度に比べ8億86百万円の

資金支出の増加（前年度比3.1％増）となりました。前連結会計年度との差の主な要因は、有利子負債の純減少額が

減少したものの、自己株式の取得による支出、配当金の支払額が増加したためであります。 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 （注)自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている社債、借入金及びコマーシャルペーパーを対象としており

ます。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。  

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減

 営業活動によるキャッシュ・フロー 42,956 48,100 5,144

 投資活動によるキャッシュ・フロー △12,346 △9,635 2,710

 財務活動によるキャッシュ・フロー △28,884 △29,770 △886

 現金及び現金同等物に係る換算差額 46 △659 △705

 現金及び現金同等物の増加(△減少)額 1,772 8,036 6,263

 現金及び現金同等物の期首残高 5,008 6,912 1,904

 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 70 124 54

 非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同

等物の増加額 
61 － △61

 現金及び現金同等物の期末残高 6,912 15,072 8,160

150億72

481億

96億35

297億70

  平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率（％）  35.4  31.9  32.8  37.2  39.5

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 91.8  31.4  21.4  45.9  61.0

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年） 
 2.9  11.9  11.9  2.2  1.5

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 25.8  5.5  6.2  33.0  41.2
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、剰余金の配当につきましては、株主の皆様へ安定的、継続的に配当していくことを基本方針としておりま

す。 

 このような方針のもとに、平成23年３月期の期末配当につきましては、１株につき６円とさせていただきたいと存

じます。この結果、年間配当金は中間配当金を含めますと１株につき10円となります。 

 なお、次期の配当につきましては、中間配当５円、期末配当５円とし、年間では１株につき10円を予定しておりま

す。 

  

  

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「大地の永遠と人類の繁栄に貢献するゼオン」を企業理念としております。この理念を具体化す

るものが、「スピード」、「対話」、「社会貢献」であり、この3本柱のもと「世界に誇り得る独創的技術により、

地球環境と人類の繁栄に貢献するゼオン」、「社会から信頼され、社員も誇りに思えるゼオン」を目指しておりま

す。 

また、株主・顧客・地域社会に信頼される企業をつくるためには、役員ならびに従業員一人ひとりが常に社会の一

員であることを認識し、法令・企業倫理を守ってフェアに行動することが必須であると考えております。当社グルー

プでは、行動規範である「CSR基本方針」及び具体的な行動指針である「CSR行動指針」を定め、国内外の法を遵守す

ることはもとより、社会規範を尊重し、良識ある企業活動を行うべく努めております。 

（２）目標とする経営指標、中長期的な会社の経営戦略および会社の対処すべき課題 

当社グループは、企業理念である「大地の永遠と人類の繁栄に貢献するゼオン」を実現するために、平成20年度か

ら平成22年度までの中期経営3ヵ年計画『IZ‐60(イノベーションゼオン60)』を策定し、推進してまいりました。 

当連結会計年度は『IZ‐60(イノベーションゼオン60)』の最終年度に当たるため、中長期の展望を踏まえ平成23年

度からスタートする新中期経営計画を策定いたしました。 

新中期経営計画では、エラストマー素材事業と高機能材料事業のそれぞれの強みを磨き上げ、両輪でグローバルに

事業を拡大することを基本方針として、諸課題に取り組んで参ります。 

２．経営方針
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,378 15,129

受取手形及び売掛金 61,540 65,482

商品及び製品 28,762 34,233

仕掛品 2,322 3,097

原材料及び貯蔵品 7,253 8,600

未収入金 ※6  19,319 ※6  24,788

繰延税金資産 3,499 4,242

その他 1,631 1,231

貸倒引当金 △71 △60

流動資産合計 131,632 156,741

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 34,028 33,172

機械装置及び運搬具（純額） 49,098 42,301

土地 13,932 13,630

建設仮勘定 8,863 4,791

その他（純額） 2,452 2,048

有形固定資産合計 ※1, ※4, ※8  108,373 ※1, ※4, ※8  95,942

無形固定資産   

のれん 839 －

その他 3,288 3,996

無形固定資産合計 ※8  4,127 ※8  3,996

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2, ※4  31,135 ※2, ※4  28,361

繰延税金資産 1,486 2,153

その他 ※2  4,716 ※2  3,785

貸倒引当金 △416 △383

投資その他の資産合計 36,920 33,917

固定資産合計 149,421 133,855

資産合計 281,053 290,596
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  48,349 ※4  60,929

短期借入金 23,128 17,997

コマーシャル・ペーパー 5,999 －

1年内償還予定の社債 10,000 －

未払法人税等 726 10,988

賞与引当金 1,029 1,760

その他の引当金 1,126 2,021

その他 11,773 11,441

流動負債合計 102,131 105,137

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 46,571 42,866

繰延税金負債 629 545

退職給付引当金 10,682 9,478

環境対策引当金 844 792

その他の引当金 626 606

その他 1,498 2,404

固定負債合計 70,850 66,691

負債合計 172,981 171,828

純資産の部   

株主資本   

資本金 24,211 24,211

資本剰余金 18,374 18,374

利益剰余金 70,963 87,277

自己株式 △5,371 △8,147

株主資本合計 108,177 121,715

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,482 2,347

繰延ヘッジ損益 △0 0

為替換算調整勘定 △5,632 △7,899

年金負債調整額 ※9  △1,378 ※9  △1,288

その他の包括利益累計額合計 △3,529 △6,840

新株予約権 185 234

少数株主持分 3,239 3,659

純資産合計 108,072 118,767

負債純資産合計 281,053 290,596
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 225,878 270,383

売上原価 ※1  175,825 ※1  192,690

売上総利益 50,053 77,692

販売費及び一般管理費 ※2, ※4  40,734 ※2, ※4  42,397

営業利益 9,319 35,295

営業外収益   

受取利息 101 83

受取配当金 656 626

負ののれん償却額 88 38

持分法による投資利益 13 －

為替差益 49 －

受取賃貸料 78 43

物品売却益 177 328

補助金収入 487 218

雑収入 353 216

営業外収益合計 2,000 1,551

営業外費用   

支払利息 1,285 1,147

為替差損 － 1,386

休止固定資産減価償却費 278 436

雑損失 307 255

営業外費用合計 1,871 3,224

経常利益 9,448 33,623

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  33

投資有価証券売却益 221 －

貸倒引当金戻入額 － 34

その他 36 3

特別利益合計 257 70

特別損失   

固定資産処分損 259 950

減損損失 ※5  487 －

投資有価証券評価損 249 1,450

環境対策引当金繰入額 327 －

環境対策費 201 －

工場閉鎖損失 180 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 651

その他 51 397

特別損失合計 1,755 3,448

税金等調整前当期純利益 7,951 30,244

法人税、住民税及び事業税 867 12,022

法人税等還付税額 △175 －

法人税等調整額 2,040 △702

法人税等合計 2,731 11,321

少数株主損益調整前当期純利益 － 18,923

少数株主利益 200 621

当期純利益 5,020 18,303
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 18,923

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △1,162

繰延ヘッジ損益 － 1

為替換算調整勘定 － △2,315

年金負債調整額 － 90

その他の包括利益合計 － ※2  △3,386

包括利益 － ※1  15,537

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 14,990

少数株主に係る包括利益 － 547
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 24,211 24,211

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 24,211 24,211

資本剰余金   

前期末残高 18,374 18,374

当期変動額   

自己株式の処分 △1 －

当期変動額合計 △1 －

当期末残高 18,374 18,374

利益剰余金   

前期末残高 66,624 70,963

当期変動額   

剰余金の配当 △708 △2,341

当期純利益 5,020 18,303

連結範囲の変動 27 352

当期変動額合計 4,339 16,314

当期末残高 70,963 87,277

自己株式   

前期末残高 △5,430 △5,371

当期変動額   

自己株式の処分 60 －

自己株式の取得 △2 △2,775

当期変動額合計 58 △2,775

当期末残高 △5,371 △8,147

株主資本合計   

前期末残高 103,781 108,177

当期変動額   

剰余金の配当 △708 △2,341

当期純利益 5,020 18,303

自己株式の処分 60 －

自己株式の取得 △2 △2,775

連結範囲の変動 27 352

当期変動額合計 4,396 13,538

当期末残高 108,177 121,715
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △8 3,482

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,490 △1,135

当期変動額合計 3,490 △1,135

当期末残高 3,482 2,347

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △2 △0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 △0 0

為替換算調整勘定   

前期末残高 △6,089 △5,632

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 456 △2,267

当期変動額合計 456 △2,267

当期末残高 △5,632 △7,899

年金負債調整額   

前期末残高 △1,867 △1,378

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 489 90

当期変動額合計 489 90

当期末残高 △1,378 △1,288

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △7,965 △3,529

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,436 △3,312

当期変動額合計 4,436 △3,312

当期末残高 △3,529 △6,840

新株予約権   

前期末残高 201 185

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16 50

当期変動額合計 △16 50

当期末残高 185 234
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主持分   

前期末残高 3,244 3,239

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 419

当期変動額合計 △5 419

当期末残高 3,239 3,659

純資産合計   

前期末残高 99,261 108,072

当期変動額   

剰余金の配当 △708 △2,341

当期純利益 5,020 18,303

自己株式の処分 60 －

自己株式の取得 △2 △2,775

連結範囲の変動 27 352

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,415 △2,843

当期変動額合計 8,811 10,696

当期末残高 108,072 118,767
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,951 30,244

減価償却費 22,256 21,125

賞与引当金の増減額（△は減少） － 755

退職給付引当金の増減額（△は減少） △525 △897

修繕引当金の増減額（△は減少） － 915

受取利息及び受取配当金 △757 △709

支払利息 1,285 1,147

固定資産処分損益（△は益） － 950

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,450

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 651

売上債権の増減額（△は増加） △15,065 △5,796

たな卸資産の増減額（△は増加） 18,126 △8,536

仕入債務の増減額（△は減少） 11,866 14,400

その他 △5,071 △6,670

小計 40,066 49,030

利息及び配当金の受取額 612 856

利息の支払額 △1,301 △1,167

補助金の受取額 993 953

法人税等の支払額 △623 △1,573

法人税等の還付額 3,209 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 42,956 48,100

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11,990 △8,664

無形固定資産の取得による支出 △534 △953

投資有価証券の取得による支出 － △616

その他 179 598

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,346 △9,635

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △7,734 △5,936

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △23,988 △5,999

長期借入れによる収入 15,000 －

長期借入金の返済による支出 △11,036 △2,600

少数株主への配当金の支払額 △375 △62

配当金の支払額 △709 △2,336

社債の償還による支出 － △10,000

自己株式の取得による支出 － △2,777

その他 △41 △59

財務活動によるキャッシュ・フロー △28,884 △29,770

現金及び現金同等物に係る換算差額 46 △659

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,772 8,036

現金及び現金同等物の期首残高 5,008 6,912

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 70 124

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

61 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※  6,912 ※  15,072
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 該当事項はありません。  

   

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ５百万円、

税金等調整前当期純利益は 百万円減少しております。656

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結貸借対照表関係） 

―――――― 

（連結貸借対照表関係） 

  「のれん」は、当連結会計年度において金額的重要性が

乏しくなったため無形固定資産の「その他」に含めて表示

しております。金額は563百万円であります。 

（連結損益計算書関係） （連結損益計算書関係）  

(1)「固定資産売却益」は、特別利益の総額の10/100以下

となったため、当連結会計年度から特別利益の「その他」

に含めて表示しております。金額は３百万円であります。

(1)「固定資産売却益」は、前連結会計年度においては、

特別利益の「その他」に含めて表示しておりましたが、特

別利益の総額の10/100を超えたため、区分掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度の特別利益の「その他」に含ま

れている「固定資産売却益」は３百万円であります。 

(2)「投資有価証券売却益」は、前連結会計年度において

は、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました

が、特別利益の総額の10/100を超えたため、区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の特別利益の「その他」

に含まれている「投資有価証券売却益」は２百万円であり

ます。 

(2)「投資有価証券売却益」は、特別利益の総額の10/100

以下となったため、当連結会計年度から特別利益の「その

他」に含めて表示しております。金額は２百万円でありま

す。 

  (3)「貸倒引当金戻入額」は、前連結会計年度において

は、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました

が、特別利益の総額の10/100を超えたため、区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の特別利益の「その他」

に含まれている「貸倒引当金戻入額」は 百万円でありま

す。 

17

  (4)「減損損失」は、特別損失の総額の10/100以下となっ

たため、当連結会計年度から特別損失の「その他」に含め

て表示しております。金額は 百万円であります。 318

  (5)当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣

府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利

益」の科目で表示しております。 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

―――――― 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

―――――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

(1)営業活動によるキャッシュ・フローの「退職給付引当

金の増減額（△は減少）」は、前連結会計年度は「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増

したため区分掲記しております。なお、前連結会計年度

の「その他」に含まれている「退職給付引当金の増減額

（△は減少）」は△280百万円であります。  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

(1)営業活動によるキャッシュ・フローの「賞与引当金の

増減額（△は減少）」は、前連結会計年度は「その他」

に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増した

ため区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「その他」に含まれている「賞与引当金の増減額（△は

減少）」は 百万円であります。  △233

(2)営業活動によるキャッシュ・フローの「補助金収入」

は、当連結会計年度において金額的重要性が乏しくなっ

たため「その他」に含めて表示しております。なお、当

連結会計年度の「その他」に含まれている「補助金収

入」は△487百万円であります。 

(2)営業活動によるキャッシュ・フローの「修繕引当金の

増減額（△は減少）」は、前連結会計年度は「その他」

に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増した

ため区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「その他」に含まれている「修繕引当金の増減額（△は

減少）」は 百万円であります。  △59

(3)営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産処分

損益（△は益）」は、当連結会計年度において金額的重

要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示してお

ります。なお、当連結会計年度の「その他」に含まれて

いる「固定資産処分損益（△は益）」は259百万円であり

ます。 

(3)営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産処分

損益（△は益）」は、前連結会計年度は「その他」に含

めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「その

他」に含まれている「固定資産処分損益（△は益）」は

百万円であります。  259

(4)営業活動によるキャッシュ・フローの「減損損失」

は、当連結会計年度において金額的重要性が乏しくなっ

たため「その他」に含めて表示しております。なお、当

連結会計年度の「その他」に含まれている「減損損失」

は487百万円であります。 

(4)営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

評価損益（△は益）」は、前連結会計年度は「その他」

に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増した

ため区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「その他」に含まれている「投資有価証券評価損益（△

は益）」は 百万円であります。  249

(5)営業活動によるキャッシュ・フローの「訴訟関連損失

の支払額」は、当連結会計年度において金額的重要性が

乏しくなったため「その他」に含めて表示しておりま

す。なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「訴訟関連損失の支払額」は△25百万円であります。 

(5)営業活動によるキャッシュ・フローの「法人税等の還

付額」は、当連結会計年度において金額的重要性が乏し

くなったため「法人税等の支払額」に含めて表示してお

ります。なお、当連結会計年度の「法人税等の支払額」

に含まれている「法人税等の還付額」は 百万円であり

ます。 

222

(6)投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

の取得による支出」は、当連結会計年度において金額的

重要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示して

おります。なお、当連結会計年度の「その他」に含まれ

ている「投資有価証券の取得による支出」は△293百万円

であります。 

(6)投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

の取得による支出」は、前連結会計年度は「その他」に

含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「そ

の他」に含まれている「投資有価証券の取得による支

出」は 百万円であります。 △293
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(7)投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

の売却及び償還による収入」は、当連結会計年度におい

て金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めて

表示しております。なお、当連結会計年度の「その他」

に含まれている「投資有価証券の売却及び償還による収

入」は463百万円であります。 

(7)財務活動によるキャッシュ・フローの「長期借入れに

よる収入」は、当連結会計年度において金額的重要性が

乏しくなったため「その他」に含めて表示しておりま

す。なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「長期借入れによる収入」は 百万円であります。 3

(8)投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付けによる

支出」は、当連結会計年度において金額的重要性が乏し

くなったため「その他」に含めて表示しております。な

お、当連結会計年度の「その他」に含まれている「貸付

けによる支出」は△61百万円であります。 

(8)財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は、前連結会計年度は「その他」に含め

て表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区

分掲記しております。なお、前連結会計年度の「その

他」に含まれている「自己株式の取得による支出」は

百万円であります。 

△2

(9)投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付金の回収

による収入」は、当連結会計年度において金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めて表示しておりま

す。なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「貸付金の回収による収入」は177百万円であります。 

  

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────   当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 

日本ゼオン㈱ （4205） 平成23年３月期 決算短信

- 17 -



  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 百万円216,150 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 百万円228,903

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 百万円1,032

投資その他の資産のその他（出資

金） 
百万円207

投資有価証券（株式） 百万円1,146

投資その他の資産のその他（出資

金） 
百万円198

３. 受取手形裏書譲渡高 百万円11 ３. 受取手形裏書譲渡高 百万円1

※４．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額 

※４．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額 

土地 百万円25

投資有価証券  444

計 百万円469

土地 百万円25

投資有価証券  378

計 百万円403

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

支払手形及び買掛金 百万円2,722

その他（※）  9,469

計 百万円12,191

支払手形及び買掛金 百万円2,959

その他（※）  8,624

計 百万円11,583

（※）水島エコワークス㈱の銀行取引に係る債務で

あります。 

（※）水島エコワークス㈱の銀行取引に係る債務で

あります。 

 ５．偶発債務 

保証債務 

連結会社以外の会社及び従業員の金融機関等から

の借入金等に対する債務保証 

 ５．偶発債務 

保証債務 

連結会社以外の会社及び従業員の金融機関等から

の借入金等に対する債務保証 

(株）ＴＦＣ 百万円1,760

従業員  380

その他５社  115

  計 百万円2,255

(株）ＴＦＣ 百万円1,540

従業員  299

その他３社  74

  計 百万円1,913

※６．未収入金には手形債権の流動化を目的とした債権譲

渡に伴う支払留保額が842百万円含まれておりま

す。 

※６．未収入金には手形債権の流動化を目的とした債権譲

渡に伴う支払留保額が 百万円含まれておりま

す。 

974

 ７．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 ７．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 百万円15,000

借入実行残高  －

差引額 百万円15,000

貸出コミットメントの総額 百万円5,000

借入実行残高  －

差引額 百万円5,000

※８．圧縮記帳 

有形固定資産及び無形固定資産の取得価額から国庫

補助金による圧縮記帳累計額2,350百万円を控除し

ております。 

※８．圧縮記帳 

有形固定資産及び無形固定資産の取得価額から国庫

補助金による圧縮記帳累計額 百万円を控除し

ております。 

2,350

※９．米国会計基準が適用される在外連結子会社が、米国

財務会計基準書(SFAS)第158号に従って年金負債を

追加計上したことに伴う純資産の調整額でありま

す。  

※９．同左 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

  百万円1,540   百万円2,740

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりです。 

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりです。 

運賃諸掛 百万円6,719

従業員給料手当  7,821

研究開発費  8,954

賞与引当金繰入額  494

退職給付引当金繰入額  899

運賃諸掛 百万円7,956

従業員給料手当  7,813

研究開発費  9,532

賞与引当金繰入額  955

退職給付引当金繰入額  525

 ３．        ―――――― ※３．固定資産売却益は、主として有形固定資産の土地の

売却によるものであります。 

※４．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※４．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

  百万円8,954   百万円9,532

※５．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産について減損損失を計上しました。  

 当社グループは、事業用資産に関しては、継続的に損

益の把握を実施している管理会計上の区分を基礎として

グルーピングを行っております。また、事業の用に供し

ていない遊休資産等については個別資産別に減損損失認

識の判定を行っております。  

 事業用資産については、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスの事業について減損の兆候を個別に検討

のうえ、回収可能価額が帳簿価額に満たない事業につい

て回収可能価額まで帳簿価額を減額いたしました。なお

回収可能価額の算定は使用価値により測定しておりま

す。 

  富山県高岡市に所有する高機能部材生産設備について

は、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため割引

計算は行っておりません。 

  埼玉県川越市に所有する合成ゴム生産設備について

は、予想される使用期間が短期であるため割引計算は行

っておりません。 

  

  また、当該資産グループ以外の減損損失は、重要性が

乏しいため記載を省略しております。  

場所 用途 種類 
減損損失
（百万円） 

富山県 
高岡市 

高機能部材 
生産設備 

機械装置等  251

埼玉県 
川越市 

合成ゴム生産
設備 

建物等  222

  ５．        ―――――― 
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  
※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

    
  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 注）自己株式の数の増加は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少はストック・オプションの行使及び単元未満

株主の売渡請求によるものであります。 
  

２．新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 9,456百万円

少数株主に係る包括利益 340 

計 9,797 

その他有価証券評価差額金 3,586百万円

繰延ヘッジ損益 1 

為替換算調整勘定 501 

年金負債調整額 489 

計 4,577 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  242,075  －  －  242,075

合計  242,075  －  －  242,075

自己株式         

普通株式  6,014  5  66  5,952

合計  6,014  5  66  5,952

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  185

連結子会社 －  －  －

合計 －  185

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  708  3 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  1,417 利益剰余金  6 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 注）自己株式の数の増加は公開買付けによる取得及び単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  242,075  －  －  242,075

合計  242,075  －  －  242,075

自己株式         

普通株式  5,952  5,011  －  10,963

合計  5,952  5,011  －  10,963

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
 －  234

連結子会社 －   －  －

合計  －  234

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  1,417  6 平成22年３月31日 平成22年６月30日 

平成22年11月９日 

取締役会 
普通株式  924  4 平成22年９月30日 平成22年12月７日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  1,387 利益剰余金  6 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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前連結会計年度 

１．その他有価証券（平成22年３月31日現在） 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年4月1日 至 平成22年３月31日） 

  

３．減損処理を行った有価証券 

  投資有価証券について249百万円減損処理を行っております。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定 7,378

預入期間が３か月を超える定期預

金 
△466

現金及び現金同等物 6,912

  （百万円）

現金及び預金勘定 15,129

預入期間が３か月を超える定期預

金 
△57

現金及び現金同等物 15,072

（有価証券関係）

   種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
取得原価
（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1) 株式  25,922  19,234  6,688

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  25,922  19,234  6,688

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1) 株式  2,797  3,697  △900

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  2,797  3,697  △900

合計  28,720  22,932  5,788

種類  売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1) 株式  460  221  2

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

合計   460  221  2
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当連結会計年度 

１．その他有価証券（平成23年３月31日現在） 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年4月1日 至 平成23年３月31日） 

  

３．減損処理を行った有価証券 

  投資有価証券について1,450百万円減損処理を行っております。 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

   種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
取得原価
（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1) 株式  22,229  17,469  4,760

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  22,229  17,469  4,760

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1) 株式  4,123  5,035  △912

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  4,123  5,035  △912

合計  26,352  22,504  3,848

種類  売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1) 株式  7  2  －

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

合計   7  2  －

（退職給付関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日現在）   

当連結会計年度 
（平成23年３月31日現在） 

当社及び一部国内連結子会社は、確定拠出年金制度及び

前払退職金制度並びに退職一時金制度を併用しておりま

す。 

また、当社は年金受給権者のみを対象とする閉鎖型適格

退職年金制度を有しております。 

一部在外連結子会社では確定給付型の制度を設けており

ます。 

  同左 
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２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

  
前連結会計年度

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度

（平成23年３月31日） 

イ．退職給付債務（百万円）  △20,066  △18,527

ロ．年金資産（百万円）  7,459  7,365

ハ．退職給付引当金（百万円）  10,682  9,478

ニ．前払年金費用（百万円）  △148  △46

差引（イ＋ロ＋ハ＋ニ）（百万円）  △2,073  △1,730

（差引分内訳）            

ホ．未認識数理計算上の差異（百万円）  △2,388  △2,000

ヘ．未認識過去勤務債務（百万円）  315  270

（ホ＋ヘ）（百万円）  △2,073  △1,730

前連結会計年度 
（平成22年３月31日現在）   

当連結会計年度 
（平成23年３月31日現在） 

（注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

  （注）１．       同左 

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

イ．勤務費用（注）1（百万円）  779  661

ロ．利息費用（百万円）  809  763

ハ．期待運用収益（百万円）  △405  △466

ニ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  830  205

ホ．過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △30  △31

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）（百万円）  1,983  1,132

ト．確定拠出年金の掛金 （百万円）  367  428

計  2,349  1,560

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  
当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

  （注）１．       同左 

    ２. 上記退職給付費用以外に、割増退職金41百万円

を特別損失（工場閉鎖損失）として計上してお

ります。 

     ２．         ―――――― 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準 同左 

ロ．割引率 期首    2.5％～6.3％ 

期末     2.5％～5.9％ 

期首    ％～ ％ 

期末      ％～ ％ 

2.5 5.9

2.5 5.9

ハ．期待運用収益率（％）       0.0 ～ 7.8            ～     1.0 7.5

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 9～13年（当社及び在外連結子会

社によるものであります。） 

8～13年（当社及び在外連結子会

社によるものであります。） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として9年～13年（発生時の従

業員の平均残存勤務期間及び当該

期間以内の一定の年数による定額

法により、翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。） 

主として8年～13年（発生時の従

業員の平均残存勤務期間及び当該

期間以内の一定の年数による定額

法により、翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。） 

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（百万円）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（百万円）

  

繰延税金資産  

たな卸資産  742

減損損失  655

未実現損益  549

賞与引当金  455

退職給付引当金  4,380

修繕引当金  648

環境対策引当金  338

繰越欠損金  1,903

税額控除  545

その他  1,376

繰延税金資産小計  11,590

評価性引当額  △2,304

繰延税金資産合計  9,286

   

繰延税金負債  

減価償却費  △994

土地（全面時価評価法）  △301

固定資産圧縮積立金  △620

留保利益  △475

その他有価証券評価差額金  △2,234

その他  △306

繰延税金負債小計  △4,931

繰延税金資産の純額  4,355

繰延税金資産  

たな卸資産  675

減損損失  415

投資有価証券  534

未実現損益  772

未払事業税  856

賞与引当金  767

退職給付引当金  4,121

修繕引当金  1,014

環境対策引当金  338

資産除去債務  283

繰越欠損金  1,102

その他  1,395

繰延税金資産小計  12,271

評価性引当額  △2,253

繰延税金資産合計  10,018

   

繰延税金負債  

減価償却費  △898

土地（全面時価評価法）  △301

固定資産圧縮積立金  △580

留保利益  △607

その他有価証券評価差額金  △1,452

その他  △330

繰延税金負債小計  △4,167

繰延税金資産の純額  5,851
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 （注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。 

  

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

（百万円） （百万円）

流動資産－繰延税金資産  3,499

固定資産－繰延税金資産  1,486

流動負債－その他（繰延税金負債）  △1

固定負債－繰延税金負債  △629

流動資産－繰延税金資産  4,242

固定資産－繰延税金資産  2,153

固定負債－繰延税金負債  △545

   

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

（単位：％）

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

（単位：％）

  

法定実効税率  40.0

（調整）  

税額控除  △8.0

その他  2.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率  34.4

法定実効税率  40.0

（調整）  

税額控除  △1.9

在外連結子会社税率差異  △1.8

その他  1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率  37.4
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前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要製品 

(1) 事業区分の方法 

経営管理上採用している区分によっております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

２．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は51,329百万円であり、その主なものは、親会社で

の長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
エラストマー
素材事業 
（百万円） 

高機能材料事
業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 137,396 47,305 41,177  225,878  － 225,878

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 891 － 478  1,369 (1,369) －

計 138,287 47,305 41,655  227,247 (1,369) 225,878

営業費用 128,940 47,052 41,959  217,951 (1,392) 216,559

営業利益（△営業損失） 9,347 253 △304  9,296  24 9,319

    

Ⅱ 資産、減価償却費、 

減損損失及び資本的支出 
  

資産 129,002 78,696 22,674  230,371  50,681 281,053

減価償却費 9,465 10,847 443  20,755  1,501 22,256

減損損失 223 251 13  487  － 487

資本的支出 6,251 3,714 232  10,196  1,130 11,326

事業区分 主要製品

エラストマー素材

事業 

合成ゴム、合成ラテックス、化成品（Ｃ５石油樹脂、熱可塑性エラストマー

等） 

高機能材料事業 

化学品（合成香料、有機合成薬品等）、情報材料（電子材料、トナー関連製品

等）、高機能樹脂（シクロオレフィンポリマー樹脂、シクロオレフィンポリマ

ー成型品） 

その他の事業 
ＲＩＭ配合液、ＲＩＭ成形品、医療器材、ブタジエン抽出技術等、塩ビコンパ

ウンド、包装物流資材、住宅資材、その他 

日本ゼオン㈱ （4205） 平成23年３月期 決算短信

- 27 -



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域  

(1）北米………………アメリカ 

(2）ヨーロッパ………イギリス、ドイツ、イタリア、フランス 

(3）アジア……………タイ、シンガポール、韓国、中国 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は51,329百万円であり、その主なものは、親会社で

の長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米…………………アメリカ、カナダ、メキシコ 

(2)ヨーロッパ…………イギリス、ドイツ、イタリア、フランス 

(3)アジア………………中国、韓国、タイ、マレーシア、台湾 

(4）その他の地域………ブラジル、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高  181,673  13,886  12,780  17,539  225,878  －  225,878

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 27,628  5,449  630  2,122  35,829  (35,829)  －

計  209,301  19,335  13,411  19,660  261,707  (35,829)  225,878

営業費用  199,670  20,400  13,462  19,067  252,600  (36,041)  216,559

営業利益（△営業損失）  9,631  △1,065  △52  593  9,107  212  9,319

Ⅱ 資産  221,692  19,882  8,524  8,111  258,209  22,844  281,053

ｃ．海外売上高

  北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  18,846  19,680  61,016  2,185  101,727

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          225,878

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 8.3  8.7  27.0  1.0  45.0

日本ゼオン㈱ （4205） 平成23年３月期 決算短信

- 28 -



当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものであ

ります。 

当社は、本社に製商品別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製商品について国内及び海外の包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社は、事業部を基礎とした製商品別のセグメントから構成されており、「エラストマ

ー素材事業」及び「高機能材料事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「エラストマー素材事業」は、合成ゴム、合成ラテックス及び化成品等を生産、販売しております。

「高機能材料事業」は、高機能樹脂、高機能部材、情報材料及び化学品等を生産、販売しております。 
  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 
   

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成21年４月１日  至平成22年３月31日） 

  従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント情報

等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）に準拠した場合と同

様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 
  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設・住宅部材等の販売

等を含んでおります。 

２．調整額は以下のとおりであります。 

  (1）セグメント利益及びその他の項目の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

(2）セグメント資産の調整額は、全社資産47,041百万円及びセグメント間消去△733百万円であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

ｄ．セグメント情報

  

報告セグメント
その他
(注)１ 

合計
調整額  
(注)２  

連結財務諸表
計上額 
(注)３  エラストマー

素材事業 
高機能材料

事業  
計

売上高              

外部顧客への売上

高 
 172,259  49,790  222,049  48,334  270,383  －  270,383

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

 1,175  －  1,175  160  1,336  △1,336  －

計  173,434  49,790  223,224  48,494  271,718  △1,336  270,383

セグメント利益  28,186  6,445  34,631  587  35,218  77  35,295

セグメント資産  147,173  73,647  220,820  23,468  244,287  46,308  290,596

その他の項目    

減価償却費  7,880  11,342  19,222  410  19,632  1,493  21,125

有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額 

 3,617  5,433  9,050  316  9,366  963  10,329
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（追加情報） 
当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平
成20年３月21日）を適用しております。 
  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

  地域ごとの情報 

(1）売上高 

                                                                               （単位：百万円）

  

(2）有形固定資産 

                                                                （単位：百万円） 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

  (注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

      ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

          原材料の購入については、総原価を勘案して、毎期交渉の上、決定しております。  

  

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

ｅ．関連情報

日本 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

 142,680  24,529  25,668  74,397  3,108  270,383

日本 北米 ヨーロッパ アジア 計 

 88,982  4,994  945  1,021  95,942

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称 所在地 資本金 

（百万円） 事業の内容
議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

関連 
会社 

岡山ブタジ
エン㈱ 

東京都 
中央区  490

ブタジエン
の製造・販
売 

（所有）
直接 50.0 

原材料の購入
及び用役等の
販売 

原材料の購
入（有償支
給） 
(注)２ 

 1,824

未収入金 2,400

 買掛金 3,079

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 443.19

１株当たり当期純利益金額 円 21.26

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
円 21.24

１株当たり純資産額 円 497.05

１株当たり当期純利益金額 円 78.77

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
円 78.65
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前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  5,020  18,303

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  5,020  18,303

期中平均株式数（千株）  236,105  232,364

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）    －  －

普通株式増加数（千株）    248  336

(内、ストックオプション） （千株）  (248)  ( )  336

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要   

 －  －

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

    当社は平成22年４月27日開催の常務会において、当社

水島工場のユーティリティ設備の一部を除却することを

決議いたしました。これに伴い解体撤去費用その他約10

億円の特別損失を計上する見込みであります。 

―――――― 
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役員の異動 

  

（１）代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

  

（２）その他の役員の異動（平成23年６月29日付） 

 ① 新任取締役候補 

取締役       伊藤    敬（現 当社執行役員）（※） 

社外取締役    伊藤   晴夫（現 富士電機株式会社相談役） 

（※）を付した者は、執行役員を兼務いたします。 

  

 ② 退任予定取締役 

取締役       岡田   誠一（退任後  当社常勤監査役就任予定） 

取締役       柿沼   秀一（退任後  当社顧問就任予定） 

*上記の者は執行役員も退任いたします。 

  

 ③ 新任監査役候補 

常勤監査役   岡田   誠一（現 当社取締役） 

社外監査役    南雲   忠信（現 横浜ゴム株式会社代表取締役社長） 

社外監査役    森     信博（現 日本ハーデス株式会社代表取締役社長）  

  

 ④ 退任予定監査役 

常勤監査役    三ツ堀 修一（退任後  当社顧問就任予定） 

社外監査役    冨永  靖雄 

社外監査役    石原  民樹  

  

（３）執行役員の異動（平成23年６月29日付） 

 ① 新任執行役員候補 

執行役員      黒田  雄三（現 当社ゴム事業部ゴム事業管理部長） 

執行役員      藤澤    浩（現 当社高岡工場長） 

  

 ② 昇任執行役員候補 

常務執行役員  田中  公章（現 当社取締役執行役員） 

常務執行役員  大島  正義（現 当社取締役執行役員） 

*上記の者は取締役を兼務いたします。  

４．その他
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